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北九州医療・介護連携プロジェクト会議 

北九州とびうめネット 
連携事業 
【案】 

 

 

 

 

 

今後、とびうめネットの改善について、この案をもとに、引き続き、関係者（県医師

会・市医師会・各区医師会、福岡県後期高齢者医療広域連合（以下「後期広域連合」と

いう。）、福岡県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）、プロジェクト会議

構成団体、市内部機関等）と協議・調整を行うこととし、これらの関係者と協議・調整

の終了をもって確定とする。 

 

 

令和元年 10 月１日時点 

北九州医療・介護連携プロジェクト会議事務局 
（北九州市保健福祉局地域医療課） 
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背景及び位置づけ 
１．背景 
〇 団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年、その先までを見据え、地域包括ケアシ

ステムにおける「医療・介護の連携」を円滑にし、患者・利用者を中心として、切

れ目のない医療・介護等の支援を提供する仕組みづくりが求められている。 

 

〇 こうした背景から、本市では、医療・介護等の多職種・多機関の連携のあり方に

ついて、問題点・課題の整理と施策の立案に資する議論のとりまとめ（以下「WG と

りまとめ」という。）を行った（平成 29 年９月）。具体的には、医療機関・介護事

業所等の間の患者・利用者情報の受け渡しなどが、地域共通のルールやツールによ

ってバラつきがなく、どの患者・利用者からみても、多様なサービスが一体的に提

供されるために必要なメニュー案が示された【別添参考１】。 

また、「北九州市高齢者支援と介護の質の向上推進会議（在宅医療・介護連携推

進に関する会議）」では、今後、本市における医療・介護等の多職種・多機関の連

携について、この「WG とりまとめ」に沿って施策を着実に進めるべき旨の意見集

約があった（平成 29 年 11 月）。 

 

〇 これを踏まえ、患者・利用者を本位として、切れ目のない医療・介護等サービス

を提供するため、医療・介護等の多職種・多機関の連携について、本市で取り組む

べき事項の策定・合意、当該事項の普及・徹底の方策・進捗管理、効果検証・見直

しを行うため、「北九州医療・介護連携プロジェクト会議」（以下「プロジェクト

会議」という。）を立ち上げた（平成 30 年８月）。 

この中では、「WG とりまとめ」で示されたメニューのうち、どれから、どうやっ

て実現するかを、議論・合意していくこととした（平成 30 年８月 第１回プロジ

ェクト会議合意事項）。 

 

〇 プロジェクト会議で実施した「医療・介護連携に関する調査」（平成 30 年９月実

施）及び「現状調査」（平成 30 年 12 月実施）によれば、病院や在宅関係者（かかり

つけ医・訪問看護師・ケアマネジャー等をいう。以下同じ。）で、患者・利用者情報

の提供・引継ぎにおいて、 

① 「地域で取扱い（ルール・ツール）が最低限揃っていることや、体系的な研修会・

勉強会により定着していくこと」が理想的な状態であること 

② しかしながら、「誰が患者の関係者（かかりつけ医・ケアマネジャー等）である

かがわからない」（病院）、「病院の窓口やルールがバラバラで把握することが大変」

（診療所・訪問看護師・ケアマネジャー）など、連携の基本的な事項すら困難に感

じていること 

③ また、患者・利用者の入院に関する病院から在宅関係者への連絡など、情報提

供の在り方について、病院側の運用と、在宅関係者の希望との間にギャップがあ

ること 
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④ 「WG とりまとめ」のメニュー案のうち、「患者・利用者情報を取得するための

何らかのツール（カード・冊子・シート等）」や「病院の情報提供窓口やルールの

一覧」など地域ルール・ツールが優先的に望まれていること 

などが示された。【別添参考２】 

 

〇 このうち、上記の一部に対応するものとして、各病院の入退院時の窓口・退院調

整ルールを一覧化した「病院窓口ガイド」については、各病院の協力の下、平成 31

年３月に公表し、モデル的な運用を開始した。 

   さらに、今後は、残された課題に対応していくべく、 

  ① 地域、医療・介護団体等の研修の体系化 

  ② 患者・利用者情報を取得する何らかのツールの具体化 

  ③ 情報提供ルール・退院調整ルールづくり 

  ④ 作ったルール・ツールの運用が適切に行われているかを確認・改善する仕組み 

  を具体化していく必要がある（平成 31 年２月 第３回プロジェクト会議合意事項）。 

 

２．位置づけ 
〇 このうち、患者・利用者情報を取得するための何らかのツールが「紙媒体」（カー

ド・冊子・シート等）のみの場合には、「本人が持参しなかったり紛失したりする」、

「緊急時にありかがわかない」、「24 時間対応した受け渡しが困難となる」などの可

能性が高いほか、情報を記入する医療・介護関係者の負担が大きいことなどから、

運用自体や市内全体への普及に大きな課題がある。 

また、同様の考えから、病院からは、ICT の活用を望む声もある。【別添参考３】 
 

〇 現在、医療情報の連携のための ICT インフラとしては、福岡県医師会が平成 26 年

より「福岡県医師会診療情報ネットワークとびうめネット」（以下「とびうめネット」

という。）の整備・運用を進めているが、診療所が行うこととされている医療情報の

入力にかかる負担が大きく、「登録患者数が増えない」、「登録患者についても情報が

更新されない」、このために「病院側も参照していない」等の運用・普及に課題があ

る（北九州市では、現在登録者患者数が 1500 人弱となっている）。 

 

〇 しかしながら、とびうめネットについては、市内で約 100 医療機関がすでに導入

していることなどから、患者・利用者情報を取得するための何らかのツールを ICT

インフラで実現するためには、まずは、とびうめネットの改善可能性について検討・

整理する必要がある。 

 

〇 このため、今回、とびうめネットについて、本市が関与することによる改善可能

性を検討し、改善策を別添（北九州とびうめネット連携事業）のとおり整理した。 

別添の内容は、本市における医療・介護の連携の現状に鑑み、最低限行う内容 

であり、今後の検討状況によって、「対象者、提供する情報、閲覧者の範囲、同意

取得窓口」等は拡充していくことが考えられる。 
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３．その他の取組  
〇 医療・介護連携については、 

 

① 本事業により、病院ではとびうめネットを閲覧することで、例えば、入院時に

患者の関係者（かかりつけ医・ケアマネジャー等）がよりわかりやすくなること

から、患者・利用者の入院に関する病院から在宅関係者への連絡のルール化など

を検討すること 

 ② こうしたルールを設けることができれば、在宅関係者が患者・利用者の入院を

確実に覚知し、「病院窓口ガイド」に沿って患者・利用者情報をより的確に病院に

提供すること 

 ③ このように、連携にかかる地域での取扱い（ルール・ツール）が明確になれば、

これらを体系的な研修会・勉強会により定着させていくよう、地域、医療・介護

団体等の研修を体系化させていくこと 

 ④ あわせて、病院の「北九州市病院連携会議」において、作ったルール・ツール

の運用が適切に行われているかを確認・改善する仕組みを設けること 
   

が可能となる。 

 

〇 本事業をテコに、上記のような切れ目のない医療・介護の提供のため医療・介護等

専門職が的確かつ効率的に連携できる環境をパッケージとして整備していくことと

する。【別添参考４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 










